





















― アンケートによる実態調査研究にもとづいて ― 
 
森口毅彦  
2015年 3月 30日 
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１．はじめに 
 近年，わが国企業において KPI（Key Performance Indicators：重要業績指標）を活用
したマネジメントが注目され，その活用事例がビジネス雑誌等において紹介されるように
なっている。たとえば，2007 年には，『日経情報ストラテジー』誌において「その KPI で
やる気が出ますか？――現場に自律を生み出す評価指標の作り方――」という特集が組ま
れている（2007 年 4 月号）。また同誌では，KPI の活用事例として，カルビー（2005 年 9
月号），コムシスホールディング（2010 年 5 月号）なども取り上げられている。さらに，
『日経ビッグデータ』誌では，「パーク 24 の高速 KPI 経営」が紹介されている（2015 年
1 月号）。 
 わが国企業において KPI への注目が高まっている一因として，BSC（Balanced 
Scorecard：バランスト・スコアカード）のグローバルな規模での広がりが影響している
と考えられる。BSC は，Kaplan（Robert S. Kaplan）と Norton（David P. Norton）に
よって提唱された，戦略を効果的に実行するための戦略マネジメント・システムである 1。
この BSC において，戦略実行あるいは組織目標達成へ向けた進捗を管理するための測定
尺度として KPI の活用が試みられていることから，KPI に注目が集まることになったので
ある。前述の『日経情報ストラテジー』誌において紹介されている事例は，いずれも BSC












が国企業における KPI の活用実態にもとづき，KPI の機能について検討を行うものである。 
以下の 2 節ではアンケート調査の概要について紹介し，3 節ではアンケートの回答企業
／回答部門の概要について，アンケートへの回答をもとに概観する。そして 4 節では KPI
の活用実態について，（１）回答者が所属する部門における「重要業績指標」と，（２）回
答者が自分で活用するための「自分用の重要業績指標」のそれぞれについて明らかにする。
5 節では，BSC の導入／活用と KPI の関係について明らかにする。そして 6 節では，ア
ンケート調査によって明らかとなった KPI の活用目的／活用効果にもとづき，KPI の機能
について考察する。 
















 本アンケート調査では，調査対象企業をわが国の全上場企業 3,547 社（2013 年 1 月時
点）とし，これら 3,547 社に対し質問調査票を送付した。対象とした市場（当時）は，東
証 1 部・2 部，大証 1 部・2 部，名証 1 部・2 部，札幌，福岡，ジャスダック，マザーズ，
セントレックス，アンビシャス，Ｑボードである。なお，送付した 3,547 社の内，48 社に






 アンケート調査の期間は，2013 年 3 月 5 日から 2013 年 3 月 31 日までであったが，そ
の期間が終了した後も若干数アンケートの返送をいただいたため，その回答も集計対象に
含めている。 







スコアカード）の導入について」の 4 部から構成されている。 
 本稿では，わが国企業における KPI の活用実態を明らかにすることを目的にしているた




































 証券コード協議会 33 業種にもとづく回答企業の業種別分布は，図表 3-1-1 に示すとおり
である。 
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図表 3-1-3 回答企業の従業員数 
  
 
従業員数が「1,000～2,999 人」の企業が 56 社（20.9％），次いで「100～299 人」と「500
～999 人」の企業が 52 社（19.4％），そして「300~499 人」の企業が 46 社（17.2％）と
なっており，比較的規模の小さい企業からの回答が大きな割合を占めている。一方，規模




回答企業の売上高は，図表 3-1-4 に示すとおりである。 
 
図表 3-1-4 回答企業の売上高 
  
 
売上高が「100 億円～500 億円未満」の企業が 105 社（39.2％）と大きな割合を占めて
おり，次いで「500 億円～1,000 億円未満」の企業が 42 社（15.7％），そして「1,000 億






























図表 3-1-5 回答企業の資本金額 
  
 
 資本金額が「10 億円～50 億円未満」の企業が 106 社（39.6％）と大きな割合を占めて
おり，次いで「100 億円～500 億円未満」の企業が 43 社（16.0％），そして「50 億円～100




 回答企業において採用されている組織構造（公式的組織）は，図表 3-1-6 に示すとおり
である。 
 






































 回答企業において利用されているマネジメント・システムは，図表 3-1-7 に示すとおり
である（複数回答）。 
 














1. 経営理念 239 89.2%
2. 企業行動規範 180 67.2%
3. 従業員行動規範 163 60.8%
4. 内部統制システム 256 95.5%
5. 戦略計画システム 52 19.4%
6. 中期経営計画システム 206 76.9%
7. 短期経営計画システム 73 27.2%
8. 予算管理システム 225 84.0%
9. 責任単位別業績評価システム 83 31.0%
10. ミニ･プロフィットセンター 4 1.5%
11. 方針管理 88 32.8%
12. 目標管理制度 195 72.8%
13. 成果連動型報酬制度 83 31.0%
14. バランスト・スコアカード 24 9.0%
15. EVA等の経済付加価値指標 9 3.4%
16. 無回答 3 1.1%
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①業務内容 
 回答者が所属する部門の業務内容は，図表 3-2-1 に示すとおりである。 
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図表 3-2-2 回答部門の会計上の責任 
   
 





 回答者が所属する部門における事業環境についても質問している。質問項目は 8 つで，




表 3-2-3 参照） 
「1. 環境の変化や競合関係にある企業の行動はまったく予測できない」については，選
択肢 5～7 の「違う」を選択した部門が 6 割以上（63.8％）であり，選択肢 1～3 の「その
通り」を選択した部門が 15.7％に過ぎないことから，環境の変化や競合企業の行動はある
程度予測できる状況にある部門が多い結果となっている。 
「2. 主要製品／サービス市場はきわめて競争的である」については，選択肢 1～3 の「そ




めて高い」については，選択肢 1～3 の「その通り」を選択した部門が 5 割近く（49.3％）
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については，選択肢 1～3 の「その通り」を選択した部門が 7 割近く（66.4％）に上って




は，選択肢 1～3 の「その通り」を選択した部門が 7 割以上（72.0％）であり，選択肢 5
度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント
1. 環境の変化や競合関係にある企業の行動
はまったく予測できない
9 3.4% 8 3.0% 25 9.3% 51 19.0% 88 32.8% 71 26.5% 12 4.5% 4 1.5% 268 100%
2. 主要製品／サービス市場はきわめて競争
的である




24 9.0% 51 19.0% 57 21.3% 55 20.5% 38 14.2% 32 11.9% 8 3.0% 3 1.1% 268 100%
4. 主要製品／サービス市場に対する新規参
入はきわめて困難である
17 6.3% 46 17.2% 50 18.7% 59 22.0% 40 14.9% 40 14.9% 13 4.9% 3 1.1% 268 100%
5. 主要製品／サービスの価格競争力は，主
要な競争相手企業と比べてきわめて強い




15 5.6% 43 16.0% 58 21.6% 78 29.1% 33 12.3% 30 11.2% 8 3.0% 3 1.1% 268 100%
7. 主要製品／サービス市場において，成功
するために必要な要因は明確に識別できる
20 7.5% 63 23.5% 95 35.4% 61 22.8% 13 4.9% 11 4.1% 2 0.7% 3 1.1% 268 100%
8. 貴部門の活動を成功裏に遂行するために
必要な要因は明確に識別できる
19 7.1% 66 24.6% 108 40.3% 53 19.8% 14 5.2% 4 1.5% 2 0.7% 2 0.7% 268 100%
1. まったくその通り 無回答7. まったく違う6. 違う5. どちらかといえば違う4. どちらともいえない3. どちらかといえばその通り2. その通り 合計

























「している」と回答した部門は 88社（32.8％），「必要に応じてしている」は 39 社（14.6％）




図表 4-1-1_1 回答部門における「重要業績指標」設定の有無 























行った。その結果は図表 4-1-1_3 のとおりである。 
 全売上高区分の中で「重要業績指標」を設定している部門（「している」と「必要に応じ
てしている」を選択した部門）が多い区分は，「100 億円～500 億円未満」の 34.1％，次
いで「500 億円～1,000 億円未満」と「1,000 億円～5,000 億円未満」の 19.8％，そして「50
億円～100 億円未満」の 15.1％となっている。 
 また，同一売上高区分内で「重要業績指標」を設定している部門（「している」と「必要
に応じてしている」を選択した部門）が多い区分は，「1,000億円～5,000億円未満」の 62.5％，
次いで「500 億円～1,000 億円未満」の 59.5％，そして「50 億円～100 億円未満」の 55.9％，
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度数（社） 0 0 0 2 2
業種 の % 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% .8%
度数（社） 7 1 8 17 25
業種 の % 28.0% 4.0% 32.0% 68.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 8.0% 2.6% 6.3% 12.9% 9.7%
度数（社） 5 1 6 4 10
業種 の % 50.0% 10.0% 60.0% 40.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 5.7% 2.6% 4.8% 3.0% 3.9%
度数（社） 2 0 2 3 5
業種 の % 40.0% 0.0% 40.0% 60.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 2.3% 0.0% 1.6% 2.3% 1.9%
度数（社） 0 0 0 1 1
業種 の % 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 0.0% 0.0% 0.0% .8% .4%
度数（社） 4 3 7 10 17
業種 の % 23.5% 17.6% 41.2% 58.8% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 4.5% 7.9% 5.6% 7.6% 6.6%
度数（社） 0 0 0 3 3
業種 の % 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 0.0% 0.0% 0.0% 2.3% 1.2%
度数（社） 0 0 0 1 1
業種 の % 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 0.0% 0.0% 0.0% .8% .4%
度数（社） 2 0 2 0 2
業種 の % 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 2.3% 0.0% 1.6% 0.0% .8%
度数（社） 4 1 5 4 9
業種 の % 44.4% 11.1% 55.6% 44.4% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 4.5% 2.6% 4.0% 3.0% 3.5%
度数（社） 2 0 2 1 3
業種 の % 66.7% 0.0% 66.7% 33.3% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 2.3% 0.0% 1.6% .8% 1.2%
度数（社） 0 0 0 2 2
業種 の % 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% .8%
度数（社） 1 1 2 5 7
業種 の % 14.3% 14.3% 28.6% 71.4% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 1.1% 2.6% 1.6% 3.8% 2.7%
度数（社） 2 4 6 10 16
業種 の % 12.5% 25.0% 37.5% 62.5% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 2.3% 10.5% 4.8% 7.6% 6.2%
度数（社） 11 6 17 7 24
業種 の % 45.8% 25.0% 70.8% 29.2% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 12.5% 15.8% 13.5% 5.3% 9.3%
度数（社） 8 4 12 2 14
業種 の % 57.1% 28.6% 85.7% 14.3% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 9.1% 10.5% 9.5% 1.5% 5.4%
度数（社） 1 1 2 2 4
業種 の % 25.0% 25.0% 50.0% 50.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 1.1% 2.6% 1.6% 1.5% 1.6%
度数（社） 2 2 4 0 4
業種 の % 50.0% 50.0% 100.0% 0.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 2.3% 5.3% 3.2% 0.0% 1.6%
度数（社） 0 1 1 3 4
業種 の % 0.0% 25.0% 25.0% 75.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 0.0% 2.6% 0.8% 2.3% 1.6%
度数（社） 0 0 0 2 2
業種 の % 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% .8%
度数（社） 1 0 1 1 2
業種 の % 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 1.1% 0.0% 0.8% .8% .8%
度数（社） 0 0 0 2 2
業種 の % 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% .8%
度数（社） 7 1 8 12 20
業種 の % 35.0% 5.0% 40.0% 60.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 8.0% 2.6% 6.3% 9.1% 7.8%
度数（社） 7 3 10 11 21
業種 の % 33.3% 14.3% 47.6% 52.4% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 8.0% 7.9% 7.9% 8.3% 8.1%
度数（社） 6 1 7 8 15
業種 の % 40.0% 6.7% 46.7% 53.3% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 6.8% 2.6% 5.6% 6.1% 5.8%
度数（社） 1 1 2 3 5
業種 の % 20.0% 20.0% 40.0% 60.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 1.1% 2.6% 1.6% 2.3% 1.9%
度数（社） 1 1 2 2 4
業種 の % 25.0% 25.0% 50.0% 50.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 1.1% 2.6% 1.6% 1.5% 1.6%
度数（社） 2 0 2 1 3
業種 の % 66.7% 0.0% 66.7% 33.3% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 2.3% 0.0% 1.6% .8% 1.2%
度数（社） 2 0 2 5 7
業種 の % 28.6% 0.0% 28.6% 71.4% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 2.3% 0.0% 1.6% 3.8% 2.7%
度数（社） 10 6 16 8 24
業種 の % 41.7% 25.0% 66.7% 33.3% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 11.4% 15.8% 12.7% 6.1% 9.3%
度数（社） 88 38 126 132 258
業種 の % 34.1% 14.7% 48.8% 51.2% 100.0%
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 「重要業績指標」の名称として，「KPI」と呼んでいる企業が 35.3％（47 社）とやはり
一番多かった。その一方で「特別な名称はない」という部門が 45.1％（60 社）もあった 5。
そうした部門では，部門の通常の業績評価指標と「重要業績指標」との区別をどのように











度数（社） 1 1 2 3 5
直近の決算期の売上高 の % 20.0% 20.0% 40.0% 60.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 1.1% 2.6% 1.6% 2.3% 1.9%
度数（社） 4 3 7 14 21
直近の決算期の売上高 の % 19.0% 14.3% 33.3% 66.7% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 4.6% 7.7% 5.6% 10.5% 8.1%
度数（社） 10 9 19 15 34
直近の決算期の売上高 の % 29.4% 26.5% 55.9% 44.1% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 11.5% 23.1% 15.1% 11.3% 13.1%
度数（社） 33 10 43 60 103
直近の決算期の売上高 の % 32.0% 9.7% 41.7% 58.3% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 37.9% 25.6% 34.1% 45.1% 39.8%
度数（社） 19 6 25 17 42
直近の決算期の売上高 の % 45.2% 14.3% 59.5% 40.5% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 21.8% 15.4% 19.8% 12.8% 16.2%
度数（社） 17 8 25 15 40
直近の決算期の売上高 の % 42.5% 20.0% 62.5% 37.5% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 19.5% 20.5% 19.8% 11.3% 15.4%
度数（社） 2 1 3 3 6
直近の決算期の売上高 の % 33.3% 16.7% 50.0% 50.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 2.3% 2.6% 2.4% 2.3% 2.3%
度数（社） 1 1 2 6 8
直近の決算期の売上高 の % 12.5% 12.5% 25.0% 75.0% 100.0%
重要業績指標の設定 の % 1.1% 2.6% 1.6% 4.5% 3.1%
度数（社） 87 39 126 133 259
直近の決算期の売上高 の % 33.6% 15.1% 48.6% 51.4% 100.0%
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図表 4-1-2 回答部門における「重要業績指標」の名称 







く 55 社（41.4％），次いで「1～3 個」が 28 社（21.1％），そして「8～10 個」が 24 社（18.0％）
という順番になっており，「重要業績指標」の設定数は多くないことがわかる。（図表 4-1-3
参照）BSC で設定される業績評価指標は 20 個程度といわれているが，KPI の平均設定数
はそれと比べると少なく，重要な指標のみを厳選して活用しているものと思われる。 
 
図表 4-1-3 回答部門における「重要業績指標」の設定数 
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ている 6。（図表 4-1-4 参照）「自分自身で設定する」が 2 位に入っているが，これは後述
する「自分用の重要業績指標」の設定に対応しているものと考えられる。 
 










した部門が 39 社（29.3％）と一番多く，「財務指標が主で，若干の非財務指標」が 33 社
（24.8％），「非財務指標が主で，若干の財務指標」が 26 社（19.5％）と続いている。（図
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る指標」が 82 社（61.7％），「業務プロセスに関する指標」が 74 社（55.6％），「品質に関
する指標」が 63 社（47.4％）などとなっている。（図表 4-1-6 参照） 
一方，事業環境等に関する項目について「重要業績指標」を設定している部門は，「環
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1. 財務に関する指標 86 64.7%
2. 顧客･市場に関する指標 82 61.7%
3. 品質に関する指標 63 47.4%
4. 製品･技術開発に関する指標 52 39.1%
5. 業務プロセスに関する指標 74 55.6%
6. 従業員に関する指標 49 36.8%
7. 環境･社会に関する指標 23 17.3%
8. 事業環境に関する指標 12 9.0%
9. その他 1 0.8%
無回答 2 1.5%
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因の監視，(5) 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別，(6) 組織目標達成への進捗状況の
確認，(7) 戦略実行に不可欠な成功要因の識別，(8) 戦略実行の進捗状況の確認，(9) 新し
い戦略の創発，(10) 業績評価指標間の因果関係の明確化，(11) 例外管理，(12) 予算数値
（目標値）の達成状況の確認，(13) 部門（部署）内での重要業績情報の共有，(14) 部下











ついては，選択肢 1～3 の「重視する」を選択した部門が約 6 割（59.4％）であり，選択
肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が 6.0％に過ぎないことから，「事業環境の変化を
示す要因の識別」を設定（活用）目的として重視していることがわかる。 
 「2. 事業環境の変化に対する早期警戒」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選
度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント
1. 事業環境の変化を示す要因の識別 15 11.3% 31 23.3% 33 24.8% 32 24.1% 4 3.0% 4 3.0% 0 0.0% 14 10.5% 133 100%
2. 事業環境の変化に対する早期警戒 10 7.5% 36 27.1% 36 27.1% 31 23.3% 3 2.3% 3 2.3% 0 0.0% 14 10.5% 133 100%
3. 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別 14 10.5% 20 15.0% 37 27.8% 39 29.3% 4 3.0% 3 2.3% 2 1.5% 14 10.5% 133 100%
4. 産業（業界）内での成功要因の監視 8 6.0% 22 16.5% 41 30.8% 38 28.6% 7 5.3% 2 1.5% 1 0.8% 14 10.5% 133 100%
5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別 22 16.5% 32 24.1% 45 33.8% 15 11.3% 3 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 16 12.0% 133 100%
6. 組織目標達成への進捗状況の確認 37 27.8% 44 33.1% 29 21.8% 7 5.3% 3 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 13 9.8% 133 100%
7. 戦略実行に不可欠な成功要因の識別 20 15.0% 37 27.8% 46 34.6% 15 11.3% 1 0.8% 0 0.0% 0 0.0% 14 10.5% 133 100%
8. 戦略実行の進捗状況の確認 29 21.8% 48 36.1% 34 25.6% 7 5.3% 1 0.8% 0 0.0% 0 0.0% 14 10.5% 133 100%
9. 新しい戦略の創発 17 12.8% 29 21.8% 40 30.1% 25 18.8% 4 3.0% 3 2.3% 2 1.5% 13 9.8% 133 100%
10. 業績評価指標間の因果関係の明確化 8 6.0% 25 18.8% 34 25.6% 41 30.8% 8 6.0% 3 2.3% 0 0.0% 14 10.5% 133 100%
11. 例外管理 3 2.3% 6 4.5% 10 7.5% 62 46.6% 19 14.3% 10 7.5% 8 6.0% 15 11.3% 133 100%
12. 予算数値（目標値）の達成状況の確認 52 39.1% 38 28.6% 18 13.5% 9 6.8% 0 0.0% 1 0.8% 1 0.8% 14 10.5% 133 100%
13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有 28 21.1% 42 31.6% 27 20.3% 20 15.0% 1 0.8% 0 0.0% 2 1.5% 13 9.8% 133 100%
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択した部門が 6 割を超えており（61.7％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が
4.6％に過ぎないことから，「事業環境の変化に対する早期警戒」を設定（活用）目的とし
て重視していることがわかる。 
 「3. 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別」については，選択肢 1～3 の「重
視する」を選択した部門が 5 割を超えており（53.3％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選
択した部門が 6.8％に過ぎないことから，「産業（業界）内での成功を決定づける要因の識
別」を設定（活用）目的として重視していることがわかる。 
 「4. 産業（業界）内での成功要因の監視」については，選択肢 1～3 の「重視する」を
選択した部門が 5 割を超えており（53.3％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門
が 7.6％に過ぎないことから，「産業（業界）内での成功要因の監視」を設定（活用）目的
として重視していることがわかる。 
 「5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別」については，選択肢 1～3 の「重視する」
を選択した部門が 7 割を超えており（74.4％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部
門が 2.3％に過ぎないことから，「組織目標達成に不可欠な成功要因の識別」を設定（活用）
目的としてきわめて重視していることがわかる。 
 「6. 組織目標達成への進捗状況の確認」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選
択した部門が 8 割を超えており（82.7％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が
2.3％に過ぎないことから，「組織目標達成への進捗状況の確認」を設定（活用）目的とし
てきわめて重視していることがわかる。 
 「7. 戦略実行に不可欠な成功要因の識別」については，選択肢 1～3 の「重視する」を
選択した部門が 8 割近く（77.4％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門がわずか
0.8％に過ぎないことから，「戦略実行に不可欠な成功要因の識別」を設定（活用）目的と
してきわめて重視していることがわかる。 
 「8. 戦略実行の進捗状況の確認」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選択した
部門が 8 割を超えており（83.5％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門がわずか
0.8％に過ぎないことから，「戦略実行の進捗状況の確認」を設定（活用）目的としてきわ
めて重視していることがわかる。 
 「9. 新しい戦略の創発」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選択した部門が 6
割を超えており（64.7％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が 6.8％に過ぎな
いことから，「新しい戦略の創発」を設定（活用）目的として重視していることがわかる。 
 「10. 業績評価指標間の因果関係の明確化」については，選択肢 1～3 の「重視する」
を選択した部門が約 5 割であり（50.4％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が
8.3％に過ぎないことから，「業績評価指標間の因果関係の明確化」を設定（活用）目的と
して重視していることがわかる。 
 「11. 例外管理」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選択した部門が 15％程度
に過ぎず（14.3％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が 27.8％であり，その一





 「12. 予算数値（目標値）の達成状況の確認」については，選択肢 1～3 の「重視する」
を選択した部門が 8 割を超えており（81.2％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部
門がわずか 1.6％に過ぎないことから，「予算数値（目標値）の達成状況の確認」を設定（活
用）目的としてきわめて重視していることがわかる。 
 「13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有」については，選択肢 1～3 の「重視す
る」を選択した部門が 7 割を超えており（73.0％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択し
た部門がわずか 2.3％に過ぎないことから，「部門（部署）内での重要業績情報の共有」を
設定（活用）目的としてきわめて重視していることがわかる。 
 「14. 部下との対話の促進」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選択した部門







 そこで，質問項目(1)～(14)の中で「もっとも重視している項目の上位 3 つ」を選択して
もらった。その結果は，図表 4-1-8_2 のとおりである。 
その結果，「もっとも重視する項目」の第 1 位として選択されたのは，「12. 予算数値（目
標値）の達成状況の確認」が 33.1％，「6. 組織目標達成への進捗状況の確認」が 20.3％で
あり，この 2 項目が突出している。また，第 2 位として選択されたのは，「6. 組織目標達
成への進捗状況の確認」が 15.8％，「8. 戦略実行の進捗状況の確認」が 15.0％，「12. 予
算数値（目標値）の達成状況の確認」が 14.3％，「13. 部門（部署）内での重要業績情報
の共有」が 12.0％となっている。そして，第 3 位として選択されたのは，「8. 戦略実行の
進捗状況の確認」が 15.0％，「13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有」が 12.0％，
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度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント
1. 事業環境の変化を示す要因の識別 5 3.8% 3 2.3% 5 3.8%
2. 事業環境の変化に対する早期警戒 3 2.3% 1 0.8% 5 3.8%
3. 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別 6 4.5% 3 2.3% 3 2.3%
4. 産業（業界）内での成功要因の監視 0 0.0% 2 1.5% 1 0.8%
5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別 5 3.8% 8 6.0% 5 3.8%
6. 組織目標達成への進捗状況の確認 27 20.3% 21 15.8% 14 10.5%
7. 戦略実行に不可欠な成功要因の識別 5 3.8% 9 6.8% 8 6.0%
8. 戦略実行の進捗状況の確認 8 6.0% 20 15.0% 20 15.0%
9. 新しい戦略の創発 7 5.3% 6 4.5% 8 6.0%
10. 業績評価指標間の因果関係の明確化 2 1.5% 3 2.3% 4 3.0%
11. 例外管理 0 0.0% 0 0.0% 1 0.8%
12. 予算数値（目標値）の達成状況の確認 44 33.1% 19 14.3% 9 6.8%
13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有 1 0.8% 16 12.0% 16 12.0%
14. 部下との対話の促進 4 3.0% 3 2.3% 14 10.5%
無回答 16 12.0% 19 14.3% 20 15.0%
合　　計 133 100% 133 100% 133 100%
第1位 第2位 第3位
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定している」を選択した企業が 92 社（69.2％）と最も多く，次いで「5. 組織のビジョン・
目標を実現するため，組織として焦点を絞り込むべきいくつかの領域を識別し，その領域
内で重要な成果を測定する指標として設定している」が 76 社（57.1％），そして「2. 戦略
目標を設定し，その達成へ向け『重要業績指標』を因果関係で結びつけ設定している」が
56 社（42.1％），「4. 事業戦略を成功させるため鍵を握る要因を識別し，それらの要因の












1. 戦略目標を設定し，その達成へ向けた進捗状況を測定する指標として設定している 92 69.2%
2. 戦略目標を設定し，その達成へ向け「重要業績指標」を因果関係で結びつけ設定している 56 42.1%
3. 産業（業界）内での成功要因を識別し，その動向を確認する指標として設定している 18 13.5%
4. 事業戦略を成功させるため鍵を握る要因を識別し，それらの要因の成果を測定する指標として設定している 45 33.8%
5. 組織のビジョン・目標を実現するため，組織として焦点を絞り込むべきいくつかの領域を識別し，その領域内で重要な成果を測定する指標として設定している 76 57.1%
6. 「重要業績指標」を単独で設定している 11 8.3%
7. はっきりと体系化されていないが，様々な領域に多くの「重要業績指標」を設定している 20 15.0%
8. その他 1 0.8%
無回答 4 3.0%
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65.4％（87 社）で最も多く，次いで「部・部門レベル」が 60.2％（80 社），「課レベル」
が 47.4％（63 社）となっており，「重要業績指標」を組織の下部にまで伝達している部門
が多いことがわかる 9。（図表 4-1-10 参照） 
 









図表 4-1-11 回答部門における「重要業績指標」の伝達方法 
 
度数（社） パーセント
1. 部･部門レベル 80 60.2%
2. 課レベル 63 47.4%
3. 係レベル 41 30.8%
4. 一般従業員レベル 87 65.4%
5. 伝達しない 0 0.0%
6. その他 5 3.8%
無回答 2 1.5%
度数（社） パーセント
1. 各部署に文書（紙媒体）で回覧 36 27.1%
2. 各部署に文書（紙媒体）で配付 51 38.3%
3. 従業員各自に文書（紙媒体）で配付 25 18.8%
4. 部門長からの口頭による伝達 63 47.4%
5. 各部署の長からの口頭による伝達 48 36.1%
6. 各部署内に掲示 25 18.8%
7. 部門長の端末で閲覧可能 33 24.8%
8. 各部署の長の端末で閲覧可能 43 32.3%
9. 従業員各自の端末で閲覧可能 56 42.1%
10. 個別に閲覧できるようには情報を提供していない 3 2.3%
11. その他 7 5.3%
無回答 3 2.3%





で 63 社（47.4％），次いで「9. 従業員各自の端末で閲覧可能」が 56 社（42.1％），「2. 各
部署に文書（紙媒体）で配付」が 51 社（38.3％），「5. 各部署の長からの口頭による伝達」











クしていることが明らかとなった。（図表 4-1-12_1 参照） 
 
図表 4-1-12_1 回答部門における「重要業績指標」のチェック・ルール 




1. 定期的に 124 93.2%
2. 例外的な状況を示した場合 5 3.8%
3. 定期的ではないが頻繁に 7 5.3%
4. 日常的にチェックしている 9 6.8%
5. チェックはしない 3 2.3%
6. その他 3 2.3%
無回答 2 1.5%




 その結果，「4. 毎月」が 92 社（74.2％）と最も多く，次いで「5. 四半期」が 60 社（48.4％），




図表 4-1-12_2 回答部門における「重要業績指標」のチェック頻度 










の 14 項目である。(1) 事業環境の変化を示す要因の識別，(2) 事業環境の変化に対する早
期警戒，(3) 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別，(4) 産業（業界）内での成
功要因の監視，(5) 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別，(6) 組織目標達成への進捗状
況の確認，(7) 戦略実行に不可欠な成功要因の識別，(8) 戦略実行の進捗状況の確認，(9) 新









1. 毎日 21 16.9%
2. 毎週 33 26.6%
3. 隔週 7 5.6%
4. 毎月 92 74.2%
5. 四半期 60 48.4%
6. 半期 48 38.7%
7. 年次 49 39.5%
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「2. 事業環境の変化に対する早期警戒」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選
択した部門が約 65％であり（65.4％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門が 6.1％
に過ぎないことから（「どちらともいえない」は 24.1％），「事業環境の変化を示す要因の
識別」についてはかなり活用効果がみられることがわかる。 
「3. 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別」については，選択肢 1～3 の「効
果あり」を選択した部門が 5 割を超えており（52.7％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選
択した部門が 9.8％であることから（「どちらともいえない」は 33.1％），「事業環境の変化
を示す要因の識別」についてはある程度活用効果がみられることがわかる。 
「4. 産業（業界）内での成功要因の監視」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を
選択した部門が 5 割弱であり（47.3％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門が 9.9％
であることから（「どちらともいえない」は 38.3％），「事業環境の変化を示す要因の識別」
度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント
1. 事業環境の変化を示す要因の識別 9 6.8% 18 13.5% 54 40.6% 35 26.3% 5 3.8% 5 3.8% 0 0.0% 7 5.3% 133 100%
2. 事業環境の変化に対する早期警戒 8 6.0% 27 20.3% 52 39.1% 32 24.1% 3 2.3% 4 3.0% 1 0.8% 6 4.5% 133 100%
3. 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別 7 5.3% 19 14.3% 44 33.1% 44 33.1% 8 6.0% 4 3.0% 1 0.8% 6 4.5% 133 100%
4. 産業（業界）内での成功要因の監視 4 3.0% 14 10.5% 45 33.8% 51 38.3% 7 5.3% 5 3.8% 1 0.8% 6 4.5% 133 100%
5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別 12 9.0% 44 33.1% 44 33.1% 26 19.5% 1 0.8% 0 0.0% 1 0.8% 5 3.8% 133 100%
6. 組織目標達成への進捗状況の確認 33 24.8% 57 42.9% 28 21.1% 10 7.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 3.8% 133 100%
7. 戦略実行に不可欠な成功要因の識別 15 11.3% 34 25.6% 52 39.1% 25 18.8% 1 0.8% 0 0.0% 1 0.8% 5 3.8% 133 100%
8. 戦略実行の進捗状況の確認 25 18.8% 60 45.1% 33 24.8% 10 7.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 3.8% 133 100%
9. 新しい戦略の創発 8 6.0% 22 16.5% 46 34.6% 43 32.3% 5 3.8% 2 1.5% 1 0.8% 6 4.5% 133 100%
10. 業績評価指標間の因果関係の明確化 7 5.3% 24 18.0% 40 30.1% 45 33.8% 8 6.0% 2 1.5% 1 0.8% 6 4.5% 133 100%
11. 例外管理 3 2.3% 6 4.5% 15 11.3% 67 50.4% 18 13.5% 13 9.8% 5 3.8% 6 4.5% 133 100%
12. 予算数値（目標値）の達成状況の確認 46 34.6% 54 40.6% 20 15.0% 6 4.5% 1 0.8% 0 0.0% 0 0.0% 6 4.5% 133 100%
13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有 31 23.3% 49 36.8% 35 26.3% 11 8.3% 1 0.8% 0 0.0% 0 0.0% 6 4.5% 133 100%
14. 部下との対話の促進 19 14.3% 37 27.8% 51 38.3% 17 12.8% 1 0.8% 1 0.8% 1 0.8% 6 4.5% 133 100%
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についてはある程度活用効果がみられることがわかる。 
「5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別」については，選択肢 1～3 の「効果あり」
を選択した部門が 7 割を超えており（75.2％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部
門が 1.6％に過ぎないことから（「どちらともいえない」は 19.5％），「事業環境の変化を示
す要因の識別」についてはかなり活用効果がみられることがわかる。 
「6. 組織目標達成への進捗状況の確認」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選
択した部門が 9 割近く（88.8％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門がまったく
ないことから（「どちらともいえない」は 7.5％），「事業環境の変化を示す要因の識別」に
ついてはきわめて大きな活用効果がみられることがわかる。 
「7. 戦略実行に不可欠な成功要因の識別」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を
選択した部門が 7 割を超えており（76.0％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門
が 1.6％に過ぎないことから（「どちらともいえない」は 18.8％），「事業環境の変化を示す
要因の識別」についてはかなり活用効果がみられることがわかる。 
「8. 戦略実行の進捗状況の確認」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選択した
部門が 9 割近く（88.7％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門がまったくないこ
とから（「どちらともいえない」は 7.5％），「事業環境の変化を示す要因の識別」について
はきわめて大きな活用効果がみられることがわかる。 
「9. 新しい戦略の創発」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選択した部門が 5
割を超えており（57.1％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門が 6.1％であるこ
とから（「どちらともいえない」は 32.3％），「事業環境の変化を示す要因の識別」につい
てはある程度活用効果がみられることがわかる。 
「10. 業績評価指標間の因果関係の明確化」については，選択肢 1～3 の「効果あり」
を選択した部門が 5 割を超えており（53.4％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部
門が 8.3％であることから（「どちらともいえない」は 33.8％），「事業環境の変化を示す要
因の識別」についてはある程度活用効果がみられることがわかる。 
「11. 例外管理」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選択した部門が 2 割弱に





「12. 予算数値（目標値）の達成状況の確認」については，選択肢 1～3 の「効果あり」
を選択した部門が 9 割を超えており（90.2％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部
門が 0.8％に過ぎないことから（「どちらともいえない」は 4.5％），「事業環境の変化を示
す要因の識別」についてはきわめて大きな活用効果がみられることがわかる。 
「13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有」については，選択肢 1～3 の「効果あ
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り」を選択した部門が 8 割を超えており（86.4％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択し
た部門が 0.8％に過ぎないことから（「どちらともいえない」は 8.3％），「事業環境の変化
を示す要因の識別」についてはきわめて大きな活用効果がみられることがわかる。 
「14. 部下との対話の促進」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選択した部門










た。その結果は，図表 4-1-13_2 のとおりである。 
その結果，「もっとも効果があった項目」の第 1 位として選択されたのは，「12. 予算数
値（目標値）の達成状況の確認」が 41.4％，「6. 組織目標達成への進捗状況の確認」が 21.8％
であり，この 2 項目が突出している。これは，先の質問項目である＜Q4-1-8：「重要業績
指標」の設定（活用）目的＞とまったく同様である。 






そして，第 3 位として選択されたのは，「14. 部下との対話の促進」が 15.8％，「12. 予
算数値（目標値）の達成状況の確認」が 13.5％，「8. 戦略実行の進捗状況の確認」が 12.8％，
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度数（社） パーセント 度数（社） パーセント 度数（社） パーセント
1. 事業環境の変化を示す要因の識別 4 3.0% 4 3.0% 5 3.8%
2. 事業環境の変化に対する早期警戒 4 3.0% 5 3.8% 8 6.0%
3. 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別 3 2.3% 5 3.8% 2 1.5%
4. 産業（業界）内での成功要因の監視 0 0.0% 2 1.5% 0 0.0%
5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別 7 5.3% 4 3.0% 4 3.0%
6. 組織目標達成への進捗状況の確認 29 21.8% 27 20.3% 15 11.3%
7. 戦略実行に不可欠な成功要因の識別 3 2.3% 5 3.8% 4 3.0%
8. 戦略実行の進捗状況の確認 8 6.0% 24 18.0% 17 12.8%
9. 新しい戦略の創発 3 2.3% 3 2.3% 6 4.5%
10. 業績評価指標間の因果関係の明確化 0 0.0% 1 0.8% 5 3.8%
11. 例外管理 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
12. 予算数値（目標値）の達成状況の確認 55 41.4% 14 10.5% 18 13.5%
13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有 1 0.8% 26 19.5% 16 12.0%
14. 部下との対話の促進 8 6.0% 5 3.8% 21 15.8%
無回答 8 6.0% 8 6.0% 12 9.0%
合　　計 133 100% 133 100% 133 100%
第1位 第2位 第3位
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 その結果，7 割近い企業で「定期的に検証している」（93 社：69.9％）ことが明らかと
なった 11。（図表 4-1-14 参照）ただ，残念ながら定期的にというのがどのような頻度かは
明らかではない。「年次で検証している」と回答した企業が 4 割弱（50 社：37.6％）ある
が，先の質問項目である＜Q4-1-12：「重要業績指標」のチェック頻度＞において「毎月」
が 7 割を超えていたことから，それに準じた頻度である可能性が考えられる。 
 









その結果，「満足」が 37 社（27.8％），「どちらかというと満足」が 52 社（39.1％）で，







1. 年次で検証している 50 37.6%
2. 定期的に検証している 93 69.9%
3. 指標の報告／チェック時に検証している 28 21.1%
4. 戦略の変更時に検証している 20 15.0%
5. 事業環境の変化時に検証している 18 13.5%
6. 検証は行っていない 4 3.0%
7. その他 1 0.8%
無回答 3 2.3%
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図表 4-1-15 回答部門における「重要業績指標」の活用満足度 
















ため」（52 社：39.1％），「5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別のため」（49 社：36.8％），
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1. 事業環境の変化を示す要因の識別のため 52 39.1%
2. 事業環境の変化に対する早期警戒のため 43 32.3%
3. 産業（業界）内での成功を決定づける要因を識別するため 43 32.3%
4. 産業（業界）内での成功要因の監視のため 21 15.8%
5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別のため 49 36.8%
6. 組織目標達成の進捗状況を確認するため 72 54.1%
7. 戦略実行に不可欠な成功要因の識別のため 37 27.8%
8. 戦略実行の進捗状況を確認するため 72 54.1%
9. 新しい戦略の創発のため 54 40.6%
10. 業績評価指標間の因果関係を明確にするため 23 17.3%
11. 例外管理のため 5 3.8%
12. 予算数値（目標値）の達成状況を確認するため 73 54.9%
13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有のため 41 30.8%
14. 部下との対話の促進のため 47 35.3%
15. その他 1 0.8%
無回答 4 3.0%
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「している」と回答した方は 40 人（30.1％），「必要に応じてしている」は 36 人（27.1％）
であり，一方，「していない」と回答した部門は 55 人（41.4％）であった。（図表 4-2-1 参
照）したがって，部門において「重要業績指標」を活用している方のうち，「自分用の重要
業績指標」を設定している方が 6 割近く（57.2％）いることが明らかとなった。 
 
図表 4-2-1 「自分用の重要業績指標」設定の有無 

















1. 事業環境の変化を示す要因の識別のため 22 28.2%
2. 事業環境の変化に対する早期警戒のため 24 30.8%
3. 産業（業界）内での成功を決定づける要因を識別するため 19 24.4%
4. 産業（業界）内での成功要因の監視のため 11 14.1%
5. 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別のため 24 30.8%
6. 組織目標達成の進捗状況を確認するため 42 53.8%
7. 戦略実行に不可欠な成功要因の識別のため 20 25.6%
8. 戦略実行の進捗状況を確認するため 36 46.2%
9. 新しい戦略の創発のため 38 48.7%
10. 業績評価指標間の因果関係を明確にするため 15 19.2%
11. 例外管理のため 7 9.0%
12. 予算数値（目標値）の達成状況を確認するため 42 53.8%
13. 部門（部署）内での重要業績情報の共有のため 26 33.3%
14. 部下との対話の促進のため 27 34.6%
15. その他 3 3.8%
無回答 2 2.6%





の達成状況を確認するため」が最も多く 42 人（53.8％），次いで「9. 新しい戦略の創発の
ため」が 38 人（48.7％），そして「8. 戦略実行の進捗状況を確認するため」が 36 社（46.2％）
などとなっている。これは，部門の「重要業績指標」の設定目的とほぼ同様の目的となっ
ている 13。（図表 4-2-2 参照） 
また，「14. 部下との対話の促進のため」が 27 人（34.6％），「13. 部門（部署）内での
重要業績情報の共有のため」が 26 人（33.3％）と，「自分用の重要業績指標」では，部下
との対話や部内での情報共有目的を重視していることがわかる。さらに，「2. 事業環境の







 「自分用の重要業績指標」を設定している方の平均設定数は，「4~7 個」が最も多く 37
人（47.4％），次いで「1～3 個」が 21 人（26.9％），そして「8～10 個」が 14 人（17.9％）
という順番になっており，部門の「重要業績指標」の設定数と対応していることがわかる。
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図表 4-2-3 「自分用の重要業績指標」の設定数 
















図表 4-2-4 「自分用の重要業績指標」の内訳 
































スに「自分用の重要業績指標」設定している人が多いことがわかる 14。（図表 4-2-5 参照） 
 ただ，「まったく別なものを使っている」が 4 人（5.1％）おり，これはどのような目的
で「自分用の重要業績指標」を活用しているのか興味深い結果であるといえる。 
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チェックしていることが明らかとなった。（図表 4-2-6_1 参照） 
 






 その結果，部門の「重要業績指標」の場合と同様に，「4. 毎月」が 41 人（63.1％）と最
も多く，次いで「5. 四半期」が 30 人（46.2％），「6. 半期」が 24 人（36.9％），「7. 年次」
が 21 人（32.3％）となっている。（図表 4-2-6_2 参照） 
「毎日」や「毎週」などの高頻度のチェックを行っている方は少ないことがわかる。 
 
図表 4-2-6_2 「自分用の重要業績指標」のチェック頻度 




1. 定期的に 65 83.3%
2. 例外的な状況を示した場合 3 3.8%
3. 定期的ではないが頻繁に 7 9.0%
4. 日常的にチェックしている 0 0.0%
5. チェックはしない 1 1.3%
6. その他 0 0.0%
無回答 3 3.8%
度数（人） パーセント
1. 毎日 5 7.7%
2. 毎週 13 20.0%
3. 隔週 1 1.5%
4. 毎月 41 63.1%
5. 四半期 30 46.2%
6. 半期 24 36.9%
7. 年次 21 32.3%








社）を対象に，部門において BSC を導入しているかどうかを質問している。 
その結果，BSC を導入している部門は 22 社（16.5％）であった。（図表 5-1 参照） 
 





 BSC を導入していると回答した方（無回答を含む 27 社）を対象に，戦略マップ（BSC
における戦略目標と業績評価指標間の因果関係を示した図）を作成しているかどうかを質
問している。 
戦略マップを作成している部門は 16 社（59.3％）であり，BSC を導入している多くの
部門で戦略マップを作成していることがわかる。（図表 5-2 参照） 
 





 BSC を導入していると回答した方（27 社）を対象に，BSC の導入時期と「重要業績指
標」の導入時期との関係について質問している。 
 その結果，「BSC 導入にあわせて「重要業績指標」を導入した」と回答した方が最も多
く（11 社：40.7％），次いで，「BSC 導入前に「重要業績指標」を導入していた」（9 社：
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 BSC を導入していると回答した方（27 社）を対象に，BSC において「重要業績指標」
はどのような役割を果たしているかについて質問している（複数回答）。 
最も回答が多かったのは，「4. 組織のビジョン・目標・戦略の組織内への伝達・共有化」
と「13. 予算数値（目標値）の達成状況の確認」がともに 16 社（59.3％）であり，次いで，
「3. 組織のビジョン・目標・戦略の明確化・具体化」，「9. 従業員の業務への戦略の落と
し込み」，「10. 従業員の戦略に対する理解度の向上」，「14. 部門（部署）内での重要業績
情報の共有化」がそれぞれ 13 社（48.1％），そして，「5. 組織目標達成の進捗状況の確認」










1. BSCの業績評価指標すべてを「重要業績指標」として使っている 4 14.8%
2. BSCの財務の業績評価指標すべてを「重要業績指標」として使っている 5 18.5%
3. BSCの財務の業績評価指標の中からいくつか選択して「重要業績指標」として使っている 4 14.8%
4. BSCの非財務の業績評価指標すべてを「重要業績指標」として使っている 0 0.0%
5. BSCの非財務の業績評価指標の中からいくつか選択して「重要業績指標」として使っている 1 3.7%
6. BSCの業績評価指標の中から，財務・非財務指標を組みあわせて「重要業績指標」として使っている 8 29.6%
7. まったく別なものを使っている 0 0.0%
無回答 5 18.5%
合　　計 27 100%
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 BSC を導入していると回答した方（27 社）を対象に，BSC における「重要業績指標」
の活用に対する評価について質問している。 
その結果，「どちらかというと効果的」が 10 社（37.0％），「効果的」が 7 社（25.9％），





1. 事業環境の変化に対する早期警戒 7 25.9%
2. 産業（業界）内での成功を決定づける要因の明確化 3 11.1%
3. 組織のビジョン・目標・戦略の明確化・具体化 13 48.1%
4. 組織のビジョン・目標・戦略の組織内への伝達・共有化 16 59.3%
5. 組織目標達成の進捗状況の確認 12 44.4%
6. 戦略実行の進捗状況の確認 10 37.0%
7. 新しい戦略の創発 6 22.2%
8. 業績評価指標間の因果関係の明示 8 29.6%
9. 従業員の業務への戦略の落とし込み 14 51.9%
10. 従業員の戦略に対する理解度の向上 13 48.1%
11. 戦略の実行と結びついた業績評価 10 37.0%
12. 例外管理 0 0.0%
13. 予算数値（目標値）の達成状況の確認 16 59.3%
14. 部門（部署）内での重要業績情報の共有化 14 51.9%
15. 組織内（部門間，従業員間，上司と部下）のコミュニケーション／対話の促進 10 37.0%
16. その他 0 0.0%
無回答 6 22.2%
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６．KPI の活用目的／活用効果と KPI の機能 






 拙稿［2013］では，KPI がもつ役割／機能を明らかにすることを目的として，KPI が伝
統的に取り扱われてきたマネジメント・コントロールのフレームワークについて（特に，
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(1) 事業環境の変化を示す要因の識別，(2) 事業環境の変化に対する早期警戒，(3) 産業
（業界）内での成功を決定づける要因の識別，(4) 産業（業界）内での成功要因の監視，
(5) 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別，(6) 組織目標達成への進捗状況の確認，(7) 
戦略実行に不可欠な成功要因の識別，(8) 戦略実行の進捗状況の確認，(9) 新しい戦略の創




以下の 6 つの項目である。 
(5) 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別 





 (10) 業績評価指標間の因果関係の明確化 
 (12) 予算数値（目標値）の達成状況の確認 










「(5) 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別」については，選択肢 1～3 の「重視する」
を選択した部門が 7 割を超えており（74.4％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部
門が 2.3％に過ぎないことから，設定（活用）目的としてきわめて重視していることがわ
かる。 
「(6) 組織目標達成への進捗状況の確認」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選
択した部門が 8 割を超えており（82.7％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が
2.3％に過ぎないことから，設定（活用）目的としてきわめて重視していることがわかる。 
「(7) 戦略実行に不可欠な成功要因の識別」については，選択肢 1～3 の「重視する」を
選択した部門が 8 割近く（77.4％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門がわずか
0.8％に過ぎないことから，設定（活用）目的としてきわめて重視していることがわかる。 
「(8) 戦略実行の進捗状況の確認」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選択した
部門が 8 割を超えており（83.5％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門がわずか
0.8％に過ぎないことから，設定（活用）目的としてきわめて重視していることがわかる。 
「(10) 業績評価指標間の因果関係の明確化」については，選択肢 1～3 の「重視する」
を選択した部門が約 5 割であり（50.4％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が
8.3％に過ぎないことから，設定（活用）目的として重視していることがわかる。 
「(12) 予算数値（目標値）の達成状況の確認」については，選択肢 1～3 の「重視する」









も重視している項目の上位 3 つ」を選択してもらった調査でも同様の結果が出ている。 
すなわち，「もっとも重視する項目」の第 1 位として選択されたのは，「(12) 予算数値（目
標値）の達成状況の確認」が 33.1％，「(6) 組織目標達成への進捗状況の確認」が 20.3％，
「(8) 戦略実行の進捗状況の確認」が 6.0％と，KPI の「戦略実行型」の機能に対応する項
目が続いている。 
また，第 2 位として選択されたのは，「(6) 組織目標達成への進捗状況の確認」が 15.8％，
「(8) 戦略実行の進捗状況の確認」が 15.0％，「(12) 予算数値（目標値）の達成状況の確
認」が 14.3％と，KPI の「戦略実行型」の機能に対応する項目が続いている。 
そして，第 3 位として選択されたのは，「(8) 戦略実行の進捗状況の確認」が 15.0％，「(13) 
部門（部署）内での重要業績情報の共有」が 12.0％，「(6) 組織目標達成への進捗状況の確






 「(1) 事業環境の変化を示す要因の識別」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選
択した部門が約 6 割（59.4％）であり，選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が 6.0％
に過ぎないことから，設定（活用）目的として重視していることがわかる。 
 「(2) 事業環境の変化に対する早期警戒」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選
択した部門が 6 割を超えており（61.7％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が
4.6％に過ぎないことから，設定（活用）目的として重視していることがわかる。 
 「(3) 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別」については，選択肢 1～3 の「重
視する」を選択した部門が 5 割を超えており（53.3％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選
択した部門が 6.8％に過ぎないことから，設定（活用）目的として重視していることがわ
かる。 
 「(4) 産業（業界）内での成功要因の監視」については，選択肢 1～3 の「重視する」を
選択した部門が 5 割を超えており（53.3％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門
が 7.6％に過ぎないことから，設定（活用）目的として重視していることがわかる。 
「(9) 新しい戦略の創発」については，選択肢 1～3 の「重視する」を選択した部門が 6
割を超えており（64.7％），選択肢 5～7 の「重視せず」を選択した部門が 6.8％に過ぎな
いことから，設定（活用）目的として重視していることがわかる。 
このように，個々の質問項目をみると，「重視する」割合が「重視しない」割合よりも







する項目」の第 1 位として選択された割合は，「(1) 事業環境の変化を示す要因の識別」が
3.8％，「(2) 事業環境の変化に対する早期警戒」が 2.3％，「(3) 産業（業界）内での成功を
決定づける要因の識別」が 4.5％，「(4) 産業（業界）内での成功要因の監視」が 0％，「(9) 
新しい戦略の創発」が 5.3％であった。 
第 2 位として選択された割合は，「(1) 事業環境の変化を示す要因の識別」が 2.3％，「(2) 
事業環境の変化に対する早期警戒」が 0.8％，「(3) 産業（業界）内での成功を決定づける
要因の識別」が 2.3％，「(4) 産業（業界）内での成功要因の監視」が 1.5％，「(9) 新しい
戦略の創発」が 4.5％であった。 
第 3 位として選択された割合は，「(1) 事業環境の変化を示す要因の識別」が 3.8％，「(2) 
事業環境の変化に対する早期警戒」が 3.8％，「(3) 産業（業界）内での成功を決定づける












「(5) 組織目標達成に不可欠な成功要因の識別」については，選択肢 1～3 の「効果あり」
を選択した部門が 7 割を超えており（75.2％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部
門が 1.6％に過ぎないことから，かなり活用効果がみられることがわかる。 
「(6) 組織目標達成への進捗状況の確認」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選
択した部門が 9 割近く（88.8％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門がまったく
ないことから，きわめて大きな活用効果がみられることがわかる。 
「(7) 戦略実行に不可欠な成功要因の識別」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を
選択した部門が 7 割を超えており（76.0％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門
が 1.6％に過ぎないことから，かなり活用効果がみられることがわかる。 
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「(8) 戦略実行の進捗状況の確認」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選択した
部門が 9 割近く（88.7％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門がまったくないこ
とから，きわめて大きな活用効果がみられることがわかる。 
「(10) 業績評価指標間の因果関係の明確化」については，選択肢 1～3 の「効果あり」
を選択した部門が 5 割を超えており（53.4％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部
門が 8.3％であることから，ある程度活用効果がみられることがわかる。 
「(12) 予算数値（目標値）の達成状況の確認」については，選択肢 1～3 の「効果あり」






も効果があった項目の上位 3 つ」を選択してもらった調査でも同様の結果が出ている。 
すなわち，「もっとも効果があった項目」の第 1 位として選択されたのは，「(12) 予算数
値（目標値）の達成状況の確認」が 41.4％，「(6) 組織目標達成への進捗状況の確認」が
21.8％，「(8) 戦略実行の進捗状況の確認」が 6.0％と，KPI の「戦略実行型」の機能に対
応する項目が続いている。これは，＜Q4-1-8：「重要業績指標」の設定（活用）目的＞と
まったく同様の結果である。 






そして，第 3 位として選択されたのは，「(14) 部下との対話の促進」が 15.8％，「(12) 予
算数値（目標値）の達成状況の確認」が 13.5％，「(8) 戦略実行の進捗状況の確認」が 12.8％，
「(13) 部門（部署）内での重要業績情報の共有」が 12.0％，「(6) 組織目標達成への進捗







「(1) 事業環境の変化を示す要因の識別」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選択
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した部門が 6 割を超えており（60.9％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門が 7.6％
に過ぎないことから，ある程度活用効果がみられることがわかる。 
「(2) 事業環境の変化に対する早期警戒」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選択
した部門が約 65％であり（65.4％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門が 6.1％
に過ぎないことから，かなり活用効果がみられることがわかる。 
「(3) 産業（業界）内での成功を決定づける要因の識別」については，選択肢 1～3 の「効
果あり」を選択した部門が 5 割を超えており（52.7％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選
択した部門が 9.8％であることから，ある程度活用効果がみられることがわかる。 
「(4) 産業（業界）内での成功要因の監視」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選
択した部門が 5 割弱であり（47.3％），選択肢 5～7 の「効果なし」を選択した部門が 9.9％
であることから，ある程度活用効果がみられることがわかる。 
「(9) 新しい戦略の創発」については，選択肢 1～3 の「効果あり」を選択した部門が 5 割








があった項目」の第 1 位として選択された割合は，「(1) 事業環境の変化を示す要因の識別」
が 3.0％，「(2) 事業環境の変化に対する早期警戒」が 3.0％，「(3) 産業（業界）内での成
功を決定づける要因の識別」が 2.3％，「(4) 産業（業界）内での成功要因の監視」が 0％，
「(9) 新しい戦略の創発」が 2.3％であった。 
第 2 位として選択された割合は，「(1) 事業環境の変化を示す要因の識別」が 3.0％，「(2) 
事業環境の変化に対する早期警戒」が 3.8％，「(3) 産業（業界）内での成功を決定づける
要因の識別」が 3.8％，「(4) 産業（業界）内での成功要因の監視」が 1.5％，「(9) 新しい
戦略の創発」が 2.3％であった。 
第 3 位として選択された割合は，「(1) 事業環境の変化を示す要因の識別」が 3.8％，「(2) 
事業環境の変化に対する早期警戒」が 6.0％，「(3) 産業（業界）内での成功を決定づける
















上位からランキングをみていくと，第 1 位が「(12) 予算数値（目標値）の達成状況を確
認するため」（73 社：54.9％）で，第 2 位が「(6) 組織目標達成の進捗状況を確認するた
め」（72 社：54.1％）と「(8) 戦略実行の進捗状況を確認するため」（72 社：54.1％）であ
る。第 4 位に「(9) 新しい戦略の創発のため」（54 社：40.6％），第 5 位に「(1) 事業環境
の変化を示す要因の識別のため」（52 社：39.1％），第 6 位に「(5) 組織目標達成に不可欠
な成功要因の識別のため」（49 社：36.8％），第 7 位に「(14) 部下との対話の促進」（47
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７．むすびに 
 本稿では，わが国企業における KPI の活用実態を明らかにすることを目的に，2013 年
に筆者が行ったアンケート調査の結果を報告し，そこで明らかとなったわが国企業におけ
る KPI の活用実態にもとづき，KPI の機能について検討を行ってきた。 
 3～5 節におけるアンケート調査の結果の概要をまとめると以下のようになる。 
① わが国企業において「重要業績指標」を設定している部門は 47.4％と半数以下である。 
② 「重要業績指標」の名称は KPI が最も多い（35.3％）（ただし，「特別な名称はない」
が 45.1％であった）。 








































㉓ 「重要業績指標」を設定している部門において BSC を導入している部門は 16.5％で
ある。 
㉔ BSC を導入している部門において戦略マップを作成している部門は 59.3％である。 
㉕ BSC と「重要業績指標」の導入時期は，「BSC 導入にあわせて「重要業績指標」を導
入した」が最も多い（40.7％）。 






というと効果的」を選択した「効果を実感している部門」が 7 割を超えている（74.0％）。 
 そして 6 節では，上記のような「重要業績指標」の活用実態のうち，特に重要な＜「重
要業績指標」の設定（活用）目的＞と＜「重要業績指標」の活用効果＞，そして＜「重要
業績指標」の今後の活用目的＞の 3 つを取り上げ，拙稿［2013, 2014］において文献研究




なった。これは，KPI の機能の展開の中で，今日の KPI が，戦略の実行を明確に意図した
マネジメント・システムにおいて活用されるツールとして位置づけられていることを考え
合わせると，至極当然な結果ともいえよう。 



















る KPI の活用実態を明らかにすることであり，単純集計結果をもとにした KPI の活用実
態にもとづく KPI の機能についての検討結果には自ずと限界がある。したがって，今後よ




1 戦略マネジメント・システムとしての BSC の詳細については， Kaplan & Norton［2001］
を参照のこと。 
2 これまでなされた研究の成果については，拙稿［2013］，［2014］を参照のこと 
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